
２. 予期せぬ妊娠に対する支援に関する研修 

【目 的】 

予期せぬ妊娠に対する支援についての最新情報および関係機関が連携して支援する必要性を理解し活用

できるようになること、また女性健康支援センター事業における支援の充実や関係機関との連携促進に

資することを目指す。 

【対 象】 

自治体母子保健担当者、女性健康支援センター事業の実施施設及び関係する NPO 法人職員等 

 

  

望まない妊娠は若年層に多く、妊婦

健診未受診や母子健康手帳未交付

のまま虐待につながる事例が多い。 

 

 妊娠
 

育児 

多機関・多職種連携による切れ目のないサポートが必要 

   密な情報共有・信頼関係の構築・目的とリスクの共有（≠単なる情報提供） 

 

 

・妊娠葛藤相談所の設置、人工中絶前の相談を

義務付け 

・国が匿名相談のプラットフォーム設置 

・相談支援＋同伴支援（孤立させない） 

・匿名出産・内密出産（母親の情報を伏せて医

療機関で出産） 

・赤ちゃんポストの設置（賛否あり） 

・多数の民間支援団体 

→相談だけでは解決しない。日本でも単なる

「相談」以上の支援体制の整備が課題。 

～参考・ドイツ語圏での支援～ 

 

分娩 

・妊婦健診：全妊婦が受診推奨だが… 

 →未受診のまま出産を迎えるケースが多い 

・特定妊婦：不安要因の把握→評価→支援 

 →多職種・多機関による連携が不可欠 

・相談体制：自治体窓口や民間団体窓口 

 ＝電話またはメールで受け付け 

 →民間・行政・関係機関で連携して SOS 把握 

 →相談内容に応じた支援 

・若年妊婦の場合学業の問題あり 

・相談できるかどうかは受け入れられた実感や

経験の有無による 

・本人の意思の尊重が大切 

  

・産後うつや自殺等のケア 

・子ども虐待やネグレクトにつなげないための支援 

★ 新型コロナウイルスによる社会的・身体的・ 

心理的ストレスのケア（妊娠期から継続） 

 

● 自治体における取り組み 

【横須賀市】 

・発見後の迅速なネットワーク構築、リスクの

明確化、共有化 

・情報をタイムリーに集約する機関に伝達 

・児童相談所、医療機関、医師会、若年妊婦の

所属学校との連携 

● 事業委託期間における取り組み 

【NPO 法人ピッコラーレ】 

・妊娠葛藤相談窓口を運営 

・多様な資格を持つ相談支援員 

・相談から行政窓口→支援制度へつなげる 

・面談や窓口同行による長期支援の難航 

→居場所のない妊婦に寄り添う（project HOME） 

～事例発表のポイント～ 

 
大きな 

ライフイベント！ 

 


